
平成１１年５月１２日

平 成 １ １ 年 ３ 月 期 　 　 連 結 決 算 短 信

上 場 会 社 名 東京証券取引所（市場第二部）

コ ー ド 番 号 ７ ９ ４ ９ 大阪証券取引所（市場第二部）

本 社 所 在 地 石川県小松市工業団地１丁目７２番地

問 合 せ 先 責任者役職名　　取締役経理部長 ＴＥＬ （０７６１）２１－３１３１

氏　　　　名　　鈴　木　裕　文

連結決算取締役会開催日 平成１１年５月１２日

１．平成１１年３月期の業績（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）
（１）経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円未満切捨）

 対前期   対前期   対前期売　上　高
 増減率

営業利益
　増減率

経常利益
  増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
平成１１年３月期 ２０，０７４ (△８.３ ) １，８２３ (△２５.６ ) １，８７４ (△２５.４ )
平成１０年３月期 ２１，８９２ (△０.８ ) ２，４５３ (△１１.３ ) ２，５１１ (△   ７.９ )

（注）連結財務諸表規則等の一部改正に伴い１０年３月期についても改正後の表示区分に組み替えております。

対前期
当期純利益

増減率
百万円 ％ 　 円　銭 　円 　銭 ％ ％ ％

平成１１年３月期 ９９７ (△７.０) ９１  ７８ 　　　－ ５．７ ７．９ ９．３
平成１０年３月期 １，０７２ (△７.９) ９８　７１ 　　　－ ６．５ １０．７ １１．５

（注）持分法投資損益　　△７百万円　（前期　△８百万円）
（２）財政状態

１ 株 当 た り
総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率

株 主 資 本
百万円 百万円 ％ 　　　　円　　銭

平成１１年３月期 ２３，６８０ １７，７３１ ７４．９ １，６２６  ２９
平成１０年３月期 　２３，４７８ 　１６，９４９ ７２．２ １，５５９　７９

（３）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数　　５社
関連会社数　　　２社　（うち持分法適用会社数　２社　）

（４）会計処理の方法等の変更
① 連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結（新規）    ０社        持分法（新規）    ０社
    （除外）    ０社              （除外）    ０社

②会計処理の方法の変更  　無

２．平成１２年３月期の業績予想（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）
売　 上 　高 経　常　利　益 当　期  純　利　益

百万円 百万円 百万円
平成１２年３月期 ２０，７３０ １，９８４ １，０１０

（参考）１株当たり予想当期純利益（連結）９２円６３銭　１株当たり予想当期純利益（単独）８５円３０銭
〔参考〕当社（単独）の平成１１年３月期の業績（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）

対前期 　　対前期 対前期売　上　高
増減率

営 業 利 益       
  　増減率

営 業 利 益       
増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
１９，０３２ (△８.８) １，５７９ (△２４.５) １，６３５ (△２３.６)

対前期 １ 株 当 た り
当期純利益

増減率 当 期 純 利 益
総　資　産 株 主 資 本

百万円 ％ 　　 円　　銭  　　円 　 銭 百万円 百万円
８８４ (△３.９) ８１  １０ 　　　　－ ２２，２６８ １６，８３６
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業績の概況

当期におけるわが国経済は、雇用不安等を背景とした個人消費の低迷、企業業績の悪化に伴う設備投資

の減退、さらには金融システムに対する不安やアジア経済の混迷などにより、景況は引き続き厳しい状況

のまま推移いたしました。

間仕切業界におきましても、予想以上の景気低迷と民間設備投資の減少により、オフィス向けの製品を

中心に前年実績を割り込み、厳しい経営環境となりましたが、このような情勢のなかでも、当社は設計指

定活動を中心とした活動により、積極的な営業展開に取り組んでまいりました。

この結果、当連結会計年度の売上高は２００億７４百万円（前期比８．３％減）となりました。これに

伴い経常利益は１８億７４百万円（前期比２５．４％減）、当期純利益は９億９７百万円（前期比７．０％

減）となりました。

コンピュータ西暦２０００年問題への対応状況等

１．対応状況

（１）取組み方針

当社は、西暦２０００年問題を、単なる情報システム上の問題としてとらえるものではなく、お客様

に対するサービスの継続及び会社業務の安定的な遂行の面から経営上の重要課題として認識し、対応に

最大限の努力を払っております。

（２）取組み体制

当社の情報システムは大きく分けて、設計、製造、物流業務に関わるものと、販売管理を支える２つ

の基幹系システム、及び、ＯＡ機器関係全体を支えるＯＡ情報システムの３つがあります。それぞれの

システムについて、１９９７年４月より当社のシステム部門及び情報システム機器の提供メーカーとの

密接な共同作業で、コンピュータ西暦２０００年問題への対応に取り組んでまいりました。

加えて、今年４月より担当役員を責任者として、全社横断的な「コンピュータ西暦２０００年問題対

応体制」を組織し、西暦２０００年問題全般にわたる計画と具体的な対応方法を策定し実行しておりま

す。

（３）対応の進捗状況

当社の情報システムのうち、設計、製造、物流業務に関わるものについてはホストコンピュータの入

れ替え及びプログラムの修正を行ない、製造の一部を除き１９９９年３月でほぼ対応を完了しておりま

す。販売管理システムにつきましては、システムの再構築を行っており西暦２０００年問題については

１９９９年７月までに対応を完了する予定です。ＯＡ機器関係全体を支えるＯＡ情報システムについて

も、影響調査を完了しており、現在、更新 (改訂)計画に従い作業中であり、１９９９年７月に対応を完

了する予定です。

また、お取引先様に対しては、当社の製造及び販売に及ぼす影響について調査、検証を実施中であり

ます。

２．対応のための支出金額

情報システム再構築の中で対応したり、機器の更新によって２０００年問題を解決した部分が多く、

西暦２０００年問題のためだけに支出した金額を明確に区分することは困難ですが、システム再構築に

かかった費用全体に個別対応した費用を加えた総額では約２億９千万円を見込んでおり、当年度までに

約１億５千万円投資しております。

また更新に要する総費用はすべてリースにて対応しており、これにより当社の業績及び財政状態に与

える影響はほとんどないと予想しております。

３．危機管理計画

前述の「コンピュータ西暦２０００年問題対応体制」の中で、十分なリスク分析とリスクの軽減・回

避対策を行うとともに、万一情報システムや生産設備等のトラブルをはじめ不測の事態が発生した場合

に備え、１９９９年９月を目処に危機管理計画を策定するべく準備を進めております。
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比 較 連 結 貸 借 対 照 表

（百万円未満切捨）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

（平成１１年３月３１日現在） （平成１０年３月３１日現在）
増 減 金 額期　別

科　目 金　　　額 構　成　比 金　　　額 構　成　比 （△印は減）

（ 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

流　動　資　産 １６，０３９ ６７．７ １５，８２６ ６７．４ ２１３

現 金 及 び 預 金 ６，０５６ ５，０４３ １，０１３

受取手形及び売掛金 ７，３７１ ８，３５１ △  ９８０

有 価 証 券 ４８１ ４６８ １３

棚 卸 資 産 １，８９１ １，６２５ ２６５

そ の 他 ３０２ ３９５ △  ９３

貸 倒 引 当 金 △  ６３ △　５８ △  ４

固　定　資　産 ７，６４１ ３２．３ ７，６５１ ３２．６ △  １０

有 形 固 定 資 産 ４，６７９ １９．８ ４，７５３ ２０．３ △  ７３

建 物 及 び 構 築 物 ３，６４９ ３，５７５ ７４

２，０１３ １，９６５ ４７

土 地 ２，３５３ ２，３５２ １

建 設 仮 勘 定 ８ ２ ５

そ の 他 ４９４ ４７０ ２４

減 価 償 却 累 計 額 △  ３，８４０ △　３，６１２ △  ２２７

無 形 固 定 資 産 ２９ ０．１ ２９ ０．１ ０

　

投資その他の資産 ２，９３１ １２．４ ２，８６８ １２．２ ６２

投 資 有 価 証 券 ４６５ ５１９ △  ５３

保 険 積 立 金 １，８８０ １，７１４ １６５

そ の 他 ６８９ ７８２ △  ９２

貸 倒 引 当 金 △  １０３ △　１４８ ４４

資 産 合 計 ２３，６８０ １００．０ ２３，４７８ １００．０ ２０２
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当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

（平成１１年３月３１日現在） （平成１０年３月３１日現在）
増減金額期　別

科　目 金　　　額 構　成　比 金　　　額 構　成　比 （△印は減）

（負債の部） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

流　動　負　債 ５，８２５ ２４．６ ６，３６１ ２７．１ △  ５３６

　支払手形及び買掛金 ４，３４５ ４，５９０ △  ２４５

　短 期 借 入 金 － ２ △  ２

　未 払 金 ４６２ ４７４ △  １２

　未 払 法 人 税 等 ２００ ５４０ △  ３４０

　前 受 金 ４５１ ３０９ １４２

　賞 与 引 当 金 ２８２ ３２１ △  ３９

　そ の 他 ８３ １２３ △  ３９

固　定　負　債 １２４ ０．５ １６６ ０．７ △  ４２

  連 結 調 整 勘 定 １２１ １６２ △  ４０

　そ の 他 ２ ４ △  １

負 債 合 計 ５，９４９ ２５．１ ６，５２８ ２７．８ △  ５７８

（資本の部）

資 本 金 ３，０９９ １３．１ ３，０９９ １３．２ －

資 本 準 備 金 ３，０３１ １２．８ ３，０３１ １２．９ －

連 結 剰 余 金 １１，６００ ４９．０ １０，８７８ ４６．３ ７２２

自 己 株 式 △  ０ △  ０．０ △　５９ △　０．２ ５９

資 本 合 計 １７，７３１ ７４．９ １６，９４９ ７２．２ ７８１

負債及び資本合計 ２３，６８０ １００．０ ２３，４７８ １００．０ ２０２

（注）連結財務諸表規則等の一部改正に伴い、前期についても改正後の表示区分に組み替えております。
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比 較 連 結 損 益 計 算 書

（百万円未満切捨）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

自平成１０年４月  １日

至平成１１年３月３１日

自平成  ９年４月  １日

至平成１０年３月３１日

期　　別

科　　目 金　　額 百分比 金　　額 百分比

増減金額

(△印は減)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

営 業 収 益 ２０，０７４ ２１，８９２ △１，８１８

　売 上 高 ２０，０７４ １００．０ ２１，８９２ １００．０ △１，８１８

営 業 費 用 １８，２５０ ９０．９ １９，４３９ ８８．８ △１，１８８

　売 上 原 価 １３，５６４ ６７．５ １４，８４４ ６７．８ △１，２８０

　 ４，６８６ ２３．４ ４，５９４ ２１．０ ９１

営

業

損

益

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

営 業 利 益 １，８２３ ９．１ ２，４５３ １１．２ △  ６２９

営 業 外 収 益 １６７ ０．８ ２１９ １．０ △  ５２

　受 取 利 息 ５０ ６０ △  １０

　受 取 配 当 金 １９ ７ １２

　受 取 保 険 金 １２ ４７ △  ３４

　連結調整勘定償却額 ４０ ４２ △  ２

　そ の 他 ４４ ６２ △  １７

営 業 外 費 用 １１６ ０．５ １６０ ０．７ △  ４４

　支 払 利 息 ０ ２ △  ２

　有 価 証 券 評 価 損 ６１ １４８ △  ８６

　持分法による投資損失 ７ ８ △  ０

営

業

外

損

益

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

　そ の 他 ４７ １ ４５

経

常

損

益

の

部

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

経 常 利 益 １，８７４ ９．３ ２，５１１ １１．５ △  ６３７

特 別 損 失 ２２ ０．１ １０２ ０．５ △  ７９

　非 連 結 子 会 社 整 理 損 － ９８ △  ９８

　投 資 有 価 証 券 評 価 損 １９ － １９

　固 定 資 産 除 却 損 ２ ４ △  １

特

別

損

益

の

部

 
 

 
 

 
 

 
 

　固 定 資 産 売 却 損 － ０ △  ０

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 １，８５１ ９．２ ２，４０９ １１．０ △  ５５７

法人税、住民税及び事業税 ８５４ ４．２ １，３０６ ６．０ △  ４５１

少 数 株 主 利 益 － － ３０ ０．１ △  ３０

当 期 純 利 益 ９９７ ５．０ １，０７２ ４．９ △  ７５

（注）連結財務諸表規則等の一部改正に伴い、前期についても改正後の表示区分に組み替えております。
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比 較 連 結 剰 余 金 計 算 書            

（百万円未満切捨）

当 連 結 会 計 年 度          前 連 結 会 計 年 度          期　別

科　目

自平成 年 月 日

至平成 年 月 日

自平成 年 月 日

至平成 年 月 日

増減金額

（△印は減）

百万円 百万円 百万円

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 １０，８７８ １０，１３８ ７３９

連 結 剰 余 金 増 加 高 ― ２７ △  ２７

持分法新規適用に伴う

増加高 － ２７ △  ２７

連 結 剰 余 金 減 少 高 ２７５ ３６１ △  ８５

連結子会社増加に伴う

減少高 － ９１ △  ９１

配 当 金 ２１７ ２１７ △  ０

役 員 賞 与 ５８ ５２ ５

（うち監査役賞与） （　２） （　２） －

当 期 純 利 益 ９９７ １，０７２ △  ７５

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 １１，６００ １０，８７８ ７２２

（注記事項）

貸借対照表に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　当連結会計年度　　　　　　前連結会計年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　　　　　　百万円

　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　２０　　　　　　　　　　　２５

　自 己 株 式         　　　　　　　　０　　　　　　　　　　　５９

　（ 株 数 ）         　　（　　　２５６株）　　　　（３９，３９６株）

損益計算書に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　当連結会計年度　　　　　　前連結会計年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　　　　　　百万円

「法人税、住民税及び事業税」に

含まれる事業税　  　  １７０　　　　　　        ２６８
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（リース取引）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額及び期末残高相当額

 （百万円未満切捨）

 期 別
 資　産

 種　類
  工 具 器 具 備 品  計

  取 得 価 額 相 当 額  ３８０  ４６１  ８４２

 平成１１年３月期  減価償却累計額相当額  １８７  ２３４  ４２１

  期 末 残 高 相 当 額  １９３  ２２７  ４２０

  取 得 価 額 相 当 額  ９１９  ３５７  １，２７６

 平成１０年３月期  減価償却累計額相当額  ６５７  １６１  ８１８

  期 末 残 高 相 当 額  ２６１  １９５  ４５７

 

 　　　　　　　　　　　　　　　当連結会計年度        　　　　前連結会計年度        

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　百万円　　　　　　　　百万円

（２） 未経過リース料期末残高相当額        

 　　　　　　　　　１年以内　　　　　１５５　　　　　　　　２１６

 　　　　　　　　　１ 年 超    　　　　　２８０　　　　　　　　２７０ 　　

 　　　　　　　　　合　　計　　　　　４３５　　　　　　　　４８６ 　　

 

（３） 支払リース料減価償却費相当額及び支払利息相当額

　　　　　支 払 リ ー ス 料        　　　　　２６３　　　　　　　　２７２

　　　　　減価償却費相当額　　　　　２２８　　　　　　　　２３４

　　　　　支払利息相当額        　　　　　　２０　　　　　　　　　２５

（４）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額 ･･････ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお

ります。

利 息 相 当 額         ･･････ リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法については利息法によっております。
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連 結 財 務 諸 表 作 成 の 基 本 と な る 事 項                      

１ ． 連 結 の 範 囲 に 関 す る 事 項

次 に 示 す 子 会 社 全 社 を 連 結 の 範 囲 に 含 め て お り ま す 。

小 松 ウ オ ー ル サ ー ビ ス 株 式 会 社 、 小 松 ウ オ ー ル 京 都 販 売 株 式 会 社 、 小 松 ウ

オ ー ル 長 野 販 売 株 式 会 社 、 小 松 プ ロ テ ク タ ー 株 式 会 社 、 小 松 ウ ォ ー ル シ ス

テ ム 開 発 株 式 会 社 。

２ ． 持 分 法 の 適 用 に 関 す る 事 項

全 て の 関 連 会 社 （ 小 松 ウ オ ー ル 北 海 道 販 売 株 式 会 社 、 小 松 ウ オ ー ル 中 国 販 売

株 式 会 社 ） に つ い て 、 持 分 法 を 適 用 し て お り ま す 。

３ ． 連 結 子 会 社 の 事 業 年 度 等 に 関 す る 事 項

連 結 子 会 社 の 事 業 年 度 は 、 連 結 会 計 年 度 と 同 一 で あ り ま す 。

４ ． 会 計 処 理 基 準 に 関 す る 事 項

親 会 社 が 採 用 す る 会 計 処 理 基 準 は 、 決 算 短 信 に 含 ま れ て い る 財 務 諸 表 に 記 載

し て お り ま す 。

な お 、 連 結 子 会 社 は 、 親 会 社 が 採 用 す る 会 計 処 理 基 準 と 概 ね 同 一 の 会 計 処 理

基 準 を 採 用 し て お り ま す 。

５ ． 投 資 勘 定 と 資 本 勘 定 と の 相 殺 消 去 に 関 す る 事 項

親 会 社 投 資 勘 定 と 子 会 社 資 本 勘 定 の 相 殺 消 去 は 、 取 得 日 を 基 準 と す る 段 階 法

に よ っ て お り ま す 。

な お 、 相 殺 消 去 の 結 果 生 じ た 消 去 差 額 は 連 結 調 整 勘 定 と し て 処 理 し 、 ５ 年 間

で 均 等 償 却 し て お り ま す 。

６ ． 未 実 現 損 益 の 消 去 に 関 す る 事 項

親 会 社 か ら 連 結 子 会 社 へ 販 売 し た 資 産 に 含 ま れ る 未 実 現 利 益 は 全 額 消 去 し 、

親 会 社 負 担 と し て お り ま す 。

７ ． 在 外 連 結 子 会 社 等 の 財 務 諸 表 項 目 の 換 算 に 関 す る 事 項

該 当 事 項 は あ り ま せ ん 。

８ ． 利 益 処 分 項 目 等 の 取 扱 い に 関 す る 事 項

連 結 剰 余 金 計 算 書 は 、 連 結 会 社 の 利 益 処 分 に つ い て 、 連 結 会 計 年 度 中 に 確 定

し た 利 益 処 分 に 基 づ い て 作 成 し て お り ま す 。

９ ． 法 人 税 等 の 期 間 配 分 の 処 理 に 関 す る 事 項

法 人 税 等 の 期 間 配 分 の 処 理 は 適 用 し て お り ま せ ん 。
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セ グ メ ン ト 情 報

１ ． 事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト 情 報

　 　 　 該 当 は あ り ま せ ん 。

２ ． 所 在 地 別 セ グ メ ン ト 情 報

　 　 　 該 当 は あ り ま せ ん 。

３ ． 海 外 売 上 高

　 　 　 海 外 売 上 高 は 連 結 売 上 高 の １ ０ ％ 未 満 で あ る の で 記 載 を 省 略 し ま し た 。
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